2011道本部組織労働局発第195号
２０１１年２月１０日
各　地方本部、単組・総支部執行委員長　様
自治労北海道本部
執行委員長　山上　潔
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（組織部・賃金労働部）
自律的労使関係制度の措置に向けた闘争サイクルの確立と書面協定について
連日の諸取り組みに心から敬意を表します。
さて、2011年の通常国会に労働基本権回復を含む国家公務員制度改革関連法案の提出が予定されています。地方公務員の労働基本権のあり方についても、2009年６月に成立した国家公務員制度改革基本法によるスケジュールで進めば、新制度は2013年４月から措置される予定となっており、準備期間はあと２年あまりとなりました。
新しい公務員制度の下では自治体の労使交渉によって賃金や手当、就業時間や休憩時間・時間外労働など、さまざまな課題を決定し労働協約を締結することになります。
　自治労は、各自治体がばらばらで交渉を行えば、地域間や単組間での処遇に大きな格差が生じることから、地方公務員全体の基準については中央交渉を行い、都道府県レベルの交渉では、大枠を市長会や町村会と交渉していくことなども想定しています。
しかし、中央交渉や都道府県レベルの交渉があっても、最終的には賃金・労働条件の細部については単組交渉で決定する仕組みであり、今から2013年の自律的労使関係の措置に向けて「要求―交渉―妥結」の闘争サイクルの確立と労使合意事項の書面化を基本に、労使関係の改革と単組の交渉力強化に取り組んでいくことが重要です。
2011道本部春闘方針において、労使確認事項の書面化を重視して取り組むこととしており、この作業は自律的労使関係制度が措置されるにあたり、最低限必要な作業となります。単組・総支部は、別添の「要求から妥結までの流れと書面協定」を参考に地本、道本部と連携しながら、単組段階の交渉力強化にむけて取り組むこととします。
要求から妥結までの流れと書面協定
《１．要求書作成から回答》
　　
職場集会やオルグの中で、賃金・労働条件や人員配置、組織機構や人事などあらゆる職場の問題について議論する中から統一的な要求をまとめていきます。全員参加の労働組合をめざし多くの組合員から意見を吸い上げるため「一人一要求アンケート」などを行うことも有効です。
同じ職場の組合員から、正反対の要求が出されることは常にありますし、職場集会やオルグで一致した要求でも別の職場集会では正反対の要求になることもあります。大切なことは、そのような結果になったことの事実関係を正確に組合員に伝えることです。また、そのことに対する執行部の考え方を率直に説明することです。また、要求を実現するためにはどのような困難があるか、それを克服するためにはどのような闘いが必要かなどの説明も合わせて行います。

　執行部は要求書原案を作成し、分会などをとおして職場討議を十分に行い組合員の意識を把握しまとめていきます。要求に対する組合員の自信と確信が、組合の戦術への結集にもつながります。
　職場討議した内容を整理し、要求書と闘争戦術の執行部案を作成し職場におろして全組合員で確認します。
　要求と闘争体制について、職場組合員の大方の同意が得られた段階で、組合規約に基づく機関会議を招集し、要求と闘争体制、闘争戦術を一体のものとして決定します。
　要求書提出先は首長ですが、交渉の窓口となる総務課長などに直接手渡して次の事項を通告します。
1． 要求事項の主旨を説明
2． 回答指定日
3． 文書での回答を確認
4． 団体交渉の申し入れと闘争戦術の事前通告
　回答を文書で受け取り内容を速やかに分析する。
· 期限までに回答がない場合は当局を追求する。
《２．交渉から妥結・書面協定》

ほとんどの場合、文書回答は不十分な内容が多いいため、すぐに交渉を申し入れ、交渉日・場所・交渉課題・交渉メンバーなどを確認します。交渉は、執行部全員・青年部・女性部役員などできるだけ大衆団体交渉を追求します。

○回答内容への反論のため法律・条例規則・既得権などの調査をして裏付け資料を用意します。
○要求事項の根拠を明確にするための調査や研究も行います。
○事前に交渉メンバー全員で学習会を実施し要求の内容、交渉の進め方、発言の役割分担などについて意思統一をはかっておきます。
○労使対等であることを念頭に交渉を進めます。
○交渉は、相手の対応いかんで思わぬ展開をみせることもあります。相手方のこれまでの言い方や法令・規則、これまでの交渉経過、性格などの分析から想定されるやり取りを検討しておくと交渉が進めやすくなります。
○組合員は、別の場所で闘争委員会や職場集会をひらいて待機するなど、全組合員が参加しているという意識をもてるようにします。うしろに多くの組合員が控えているという重みが交渉の場での迫力となりますし、逆に組合員が無関心で役員だけの交渉というのでは当局側に見透かされてしまいます。
○交渉の途中で、当局側から新しい提案などがあり、事前に打ち合わせていない局面になったときは、必ず休憩をとって意思統一をします。当局側の誘いに乗って、よくわからないままに、その場で承諾するようなことがあってはなりません。持ち帰ってよく検討するようにします。
○交渉の経過は逐一組合員に知らせ、最終的な場面では、待機している組合員や地方本部役員にもはかって、全体の意思を確かめたうえで判断し、決着します。
○労使で合意した内容は、書面にして双方署名押印して「書面協定」を交わします。（別紙ひな型を参照）
《書面協定のひな型》
	確　認　書
　○○市町村と自治労○○市町村職労は、団体交渉の結果、下記の内容で合意に達したことを確認するとともに、後日のため本文書を２通作成し、それぞれが保管する。
記
１．（合意内容を具体的に箇条書きする）
2． 〃
3． 〃
２０１１年○月○日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市町村長　　○　○　○　○　　　印

自治労○○市町村職労
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　執行委員長　○　○　○　○　　　印

○○現業公営企業評議会

議　長　　　○　○　○　○　　　印



　　
注１　表題は、「確認書」「覚書き」「議事録（交渉記録）」など何でもよい。
注２　合意内容は、後日、解釈をめぐって対立が生じないよう具体的に記入する。
注３　年月日と当事者の表示、代表者名と押印は、書面協定として効力を持たせるための必須記載事項。
注４　当局側の代表者として記名押印する者は、労働条件について決定する権限を持つ者であればよい。
注５　現業公企職員に関する事項で現業公企評議会がある場合は市町村職労委員長と現業公企評議会議長の連名で、社協労組などと労働組合連合会を結成している場合は、労連委員長と社協労組などの委員長と連名とする。
　
《例》
20○○確定期団体交渉に関する労使協定
○○市町村「甲」と、自治労○○○職員労働「乙」は○○年○月○日に開催した団体交渉において妥結した賃金・労働条件に関し、次のとおり労使協定を締結し、後日のため本文書を２通作成し、それぞれが保管する。
　
記
第○条　甲は○○年○○市町村給与改定を次の各項のとおりとする。
１　給料表の改定　○○年12月１日適用（国公準拠）とする。
２　期末勤勉手当支給率を引き下げ（国公準拠）とする。
（１）一般職
　　　期末・勤勉手当にかかる年間の支給付月数を○○月分引き下げとする。
３　時間外勤務手当の支給割合を引き上げ（改正労働基準法）（国公準拠）し、施行日を○○年4月1日とする。
４　乙の組合員が、休日勤務の代休日を取得できなかった場合、超過勤務手当の支給とすることについては甲乙の継続協議とする。
５　自宅に係る住居手当（6,000円/月）廃止の本提案を撤回する。
　（１）○○年以降については○○管内の情勢を踏まえ甲乙双方十分協議を行う。
第○条　甲は、○○年度における超過勤務手当の予算について、当初４％とし補正によって６％とした経緯があるが、○○年度については当初予算から６％計上にむけた努力をする。
２０○○年○月○日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　甲　　市町村長　　○　○　○　○　　　印

乙　　自治労○○市町村職労
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　執行委員長　○　○　○　○　　　印
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